
別紙３（山村活性化対策に関する事業に係る運用）

第１ 趣旨

実施要綱第２の１の（２）の②に掲げる山村活性化対策の運用については、実施要綱、

実施要領によるほか、この運用に定めるところによる。

第２ 事業内容等

山村活性化対策に関する事業（以下「本事業」という。）は、山村の活性化に向けて、

農林水産業及びその基盤となる農山漁村の振興を図る取組を重点的に支援するものであ

って、地域資源を活用して山村の所得や雇用の増大を図るために行う次に掲げる取組に

対する交付金（以下「山村活性化支援交付金」という。）を交付する。

具体的な事業内容、事業採択要件等は、別表に定めるものとする。

１ 地域資源の賦存状況・利用形態等の調査

２ 地域資源を活用するための合意形成、組織づくり、人材育成

３ 地域資源の消費拡大や販売促進、付加価値向上等を図る取組

第３ 事業実施主体

本事業の実施主体は、山村振興法（昭和40年法律第64号）第７条の規定により指定さ

れた振興山村を有する市町村又は振興山村を有する市町村を構成員に含む地域協議会と

する。

第４ 事業の要件

１ 事業の実施対象

本事業の実施対象は、 振興山村であって、別紙４に定めるところにより、山村振

興法に基づき山村振興に取り組んでいる地区とする。

２ 交付率及び助成額

交付率及び助成額は別表のとおりとする。

第５ 事業実施期間

本事業の実施期間は、原則として、３年間を上限とする。

第６ 山村振興計画

本事業の実施に係る山村振興計画の内容、様式、作成及び提出等については、山村振

興法及び、山村振興基本方針及び山村振興計画の作成及び実施について（平成27年６月

５日付け27農振第188号号、総行地第62号、国国地第10号）に定めるものとする。

第７ 事業実施の手続

１ 事業実施主体は、事業の開始年度において、別紙４に定めるところにより、事業採

択申請書及び山村活性化支援交付金事業実施計画（以下「実施計画」という。）（以下



これらを総称して「採択申請書等」という。）を、地方農政局長等（北海道にあって

は農林水産省農村振興局長（以下「農村振興局長」という。）、その他の都府県にあっ

ては地方農政局長をいう。以下同じ。）に提出するものとする。

２ 地方農政局長等は、１ により提出された採択申請書等を審査し、本運用等に照ら

して適当であると認める場合には、事業の採択を決定し、事業実施主体に事業採択通

知を交付するとともに、別紙４に定めるところにより、これを農村振興局長に報告す

るものとする。

３ 実施計画には、別紙４に定めるところにより、実施計画の期間内における事業の実

施によって実現しようとする目標（所得や雇用等に係る事業目標）を設けるものとす

る。

４ 山村活性化支援対策の実施期間が複数年の場合には、事業実施主体は、２年目以降

毎年度、１及び２の手続を準用して、各年度の実施計画を地方農政局長等に提出する

ものとする。

５ 別紙４に定める実施計画の重要な変更については、１及び２に準じて変更を行うも

のとする。

第８ 助成

国は、予算の範囲内で、別紙４に定める経費について、事業実施主体に助成するもの

とする。

第９ 完了報告

事業実施主体は、第７の２により地方農政局長等が採択した実施計画に基づく全ての

事業が完了したときは、別紙４に定めるところにより、地方農政局長等に報告するもの

とする。

第１０ 事業実施結果の評価

１ 事業実施主体は、別紙４に定めるところにより、実施計画に定められた目標の達成

状況等について評価を行い、学識経験者等第三者の意見を聴いた上で、その結果を地

方農政局長等に報告するとともに、これを公表するものとする。

２ 地方農政局長等（農村振興局長を除く。）は、別紙４に定めるところにより、１に

より事業実施主体から報告された目標の達成状況等の評価の結果について、農村振興

局長に報告するものとする。

３ １により報告を受けた地方農政局長等は、事業目標の達成状況が低調な事業実施主

体に対して重点的な指導、助言等を行うものとする。

４ 地方農政局長等は、事業実施期間において、事業実施主体に対し、１に定める報告

以外に、事業実施状況について、報告を求めることができることとし、必要に応じ、

指導、助言等を行うものとする。
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